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なごや子ども応援委員会について



なごや子ども応援委員会設置の経緯



なごや子ども応援委員会の成り立ち

〇2013年７月 名古屋市立中学校での自死事案発生
⇒ 名古屋市長 二度と同じようなことが起こらないようにしたいと、
アメリカ（ロサンゼルス）に訪問した際、アメリカの学校における
支援体制を調査。

〇2014年4月 なごや子ども応援委員会設立
⇒ 名古屋市立中学校11校に、ＳＣ・ＳＳＷ・ＳP（スクールポリス）・
ＳA（スクールアドバイザー（現スクールセクレタリー））の4職種を配置）

設立当初は、現場職員44名、事務局職員７名からのスタートだったが、
現在は、現場職員１７５名、事務局職員2３名（兼務１名含）まで拡大している
※他にも非常勤SCが当組織の所管となっている



子ども応援委員会活動の基盤となる理念

名古屋市では、「一人ひとりの人生の基盤としての理念」に基づく
支援を推進
～あなたもわたしも「いま、ここ」にいたいと思える場をつくる～

（ナゴヤ子ども応援大綱から）

・従来の「人間観」、「社会観」、「教育観」を見直すもの

・この理念が市の行政に広く浸透することで問題が解消することを目指している

・ケア論に準じている



なごや子ども応援委員会の
組織について



日本におけるSCの歴史

いじめの深刻化や不登校児童生徒の増加など、児童生徒の心の在り様と関わる様々
な問題が生じていることを背景として、児童生徒や保護者の抱える悩みを受け止め、
学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、臨床心理に専門的な知識・経験
を有する学校外の専門家を積極的に活用する必要が生じた。

平成７年（１９９５年）９月から開始。

当初は、全国で１５４校が配置。愛知県では、３校のみ。

平成１８年度から全国の中学校 ７，６９２校（４校に３校）に配置されるとともに、小学
校、高等学校にも派遣が広がる。

現在も配置時間等の勤務条件は各自治体により異なる。平均週１回、４~８時間と
いった学校が多い。



子ども応援委員会リーフレットから

子ども応援委員会の特徴



ＳＳＷ スクール
ソーシャルワーカー（常勤）
 社会福祉の専門的知識・経
験を活かし、児童生徒が置
かれた環境への働きかけ

 関係機関（区役所・児相・
地域役員等）との連携

 心理の専門的知識・経
験を活かし、心理教育
等の観点に基づいた学
校生活全般への援助

 児童生徒、保護者、教
職員への相談対応

ＳＣ スクール
カウンセラー（常勤）

ＳS スクールセクレタリー
（会計年度）

 ブロック内の職員の労務
管理補助・予算管理補助

ＳＰ スクールポリス
（会計年度）

 元警察官
 学校内外の見守り活動や必
要に応じた警察との連携

主任HP 主任総合援助職
 各職種間の連携協力を統括
 ブロックの管理運営及びブ
ロック間の連携協力に係る
調整

 重大事案発生時における緊
急支援組織を運営等

なごや子ども応援委員会のスタッフ

※令和２年度より小学校・高校等の非常勤SCも応援室の所管である（306校・319名）
令和5年度より幼稚園、大規模校（小851人以上、中801人以上）の小中学校に配置

17名 17名

29名

８名

112名



SC・SSWの保有資格（常勤のみ）

常勤SC→臨床心理士 101名
公認心理師 104名
公認心理師資格のみ 11名

常勤SSW→社会福祉士 19名
精神保健福祉士 １5名
公認心理師 13名

（令和4年度調べ）

（１１8名中）

（２４名中）

資格取得前の新卒者も
採用されている等の理由で
１００％ではない

どちらもダブル、
トリプル保有者あり



当組織常勤SCの特徴

○幅広い年齢層 20代…16.0％、30代…30.3％、40代…33.6％、
50代…11.8％、60代…8.4％

〇全国からの応募 出願時の住所が東海三県以外 21.8％

〇幅広い領域から 名古屋市非常勤SC経験者 28.6%（34名）
医療現場経験者 47.1％（56名）
※重複あり

※令和4年度調べ



○幼稚園 年間70時間 20園
小学校（850人以下） 年間280時間 262校

年間560時間 12校
中学校（801人以上） 年間280時間 5校
高等学校 年間700時間 15校
特別支援学校 年間280時間 5校

〇実人数 319名

〇個別のカウンセリングが職務の中心。いじめや不登校等の問題
について児童生徒の個別相談や心のケアや保護者・教職員に対
する専門的立場からの助言を行う。

○途切れのない支援のための非常勤SC・常勤職との緊密な連携
（月１回の定例打合せ・小学校６年生への授業・研究協議会等）

※令和5年度予算

名古屋市の非常勤SCについて
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学校の組織（中学校）



各国における学校における専門職の位置づけ



なごや子ども応援委員会の
活動内容について



スクールカウンセラーの業務

1.児童生徒に対する相談・助言
2.保護者や教職員に対する相談
（カウンセリング、コンサルテーション）
3.校内会議等への参加
4.教職員や児童生徒への研修や講話
5.相談者への心理的な見立てや対応
6.ストレスチェックやストレスマネジメント等の予防的
対応

7.事件・事故等の緊急対応における被害児童生徒の
心のケア

文部科学省より



幅広い相談対応

特別なニーズのある
特定の子ども

すべての
子ども

苦戦している
一部の子ども

未然防止の取り組み

早期発見・早期対応

チ
ー
ム
で
対
応
し
て
解
決

なごや子ども応援委員会の活動



●在籍するすべての子どもに向けて

① 日常的な学校生活の見守り活動（登下校・集会・授業・行事等）

② 全員面談（小学校４年生・中学校１年生）

③ こころの授業（自殺予防教育・ストレスマネジメント等）

④ スクールカウンセラー便り

⑤ 相談室開放（昼休み）

⑥ 保護者向け講演

⑦ 教員研修（現職教育） など

１次的予防



自殺予防教育

こころのSOS教育
【ねらい】
・自分の心の状態に気づく
・ともだちのSOSに気づく



ストレスマネジメント教育



●苦戦している一部の子どもたちへの支援

① 日常的な学校生活の見守り活動での早期発見

② 各種アンケートの分析（WEBQU・心のSOS等）

③ 全員面談での早期発見

④ 校内会議での助言（生徒指導部会・教育相談部会等）

⑤ スクリーニング校内チーム会議での助言（YOSS） など

２次的予防



●問題を抱えた特定の子どもへの支援

① 個別の相談対応
・子ども・保護者の面談（家庭訪問含む）
・教員へのコンサルテーション

② 関係機関との連携（医療機関・児童相談所・区役所等）

③ ケース会議への参加（校内・関係機関等）
など

３次的予防



ブロックでのチーム対応

●子ども応援委員会の特徴（常勤）
〇週1回半日のチーム会議の実施
・情報共有
・各学校のケース報告・ケース検討
・いじめや自死等重篤事案や緊急対応事案対
応の検討
・チームで学校に対応
・未然防止活動等 取り組みの共有や検討

個人の力量アップや学校とは違う組織の
一員であるという意識の醸成につながっている

6~16名
主任HPも参加



子ども・保護者
教職員・地域

相談

いじめ 非行

暴力

不登校

虐待

家庭内の
課題

学級崩壊

学習不振

相談の流れ

貧困？

家庭不和？

心身の不調？

障害？

環境との不調和？

アセスメント
対応・連携

児童相談所

区役所

地域

ク
リ
ニ
ッ
ク

チームで対応する チームで対応だが、
個人の臨床力は、必須



子ども応援委員会 瑞穂・南ブロックの一日の活動

《スクールカウンセラー》 《スクールソーシャルワーカー》

8：15～ 校門あいさつ・登校見守り 校門あいさつ

9：00～ コーディネーター会議 コーディネーター会議

10：00～授業観察 面談

11：00～保護者面談・生徒面談 関係機関・地域訪問

12：00～ランチの様子観察・相談室開放 休憩

13：00～保護者面談 事務処理

14：00～事務処理 家庭訪問（関係機関同行）

15：00～生徒面談 面談

16：00～教員との打ち合わせ 事務処理

保護者面談 巡回（校内・校外・地域）

教員との打ち合わせ・事務作業 家庭訪問

常勤職員の一日の活動



常勤SC育成と研修制度について

新規採用職員には
⇒・新規研修
・新規採用者の会（年間8回程度）
・ブロック内でメンター制度を取ることも
・チーム全体（主任HPを含む）でのサポート

全ての職員
⇒勤務時間内に年間10回以上の研修受講



ご清聴ありがとう
ございました


